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都市計画は、たんに生活上の快適さを追求するものではない。ともすれば無軌道に発

展してしまう都市空間を法的コントロールの下におこうとするものでもあり、また、政

治・経済的な利便性をも高めようとするものでもある。このように都市の運営における

総合的な営みであるにもかかわらず、都市計画はこれまで建築学や法学、政治学の見地

から語られてきたものの、社会学の姐上に上がることは少なかった。

本稿は、日本で近代都市計画が実行されるにあたっての社会的要因を明らかにするた

めに、都市計画についての研究動向の整理を試みるものである。

まず第 l章では、日本を中心とした都市社会学のあゆみを概観する。つづく第2章で

は、都市計画にかんする建築学および土木学での蓄積と、都市計画法についての法学・

行政史からのアプローチをレビューする。また、第3章では、史学における近代都市研

究の動向について検討したうえで、今後の研究課題を考察する。

なお、ひとえに「都市計画」といっても、平城京や平安京における格子状街割や、 17-20

世紀初頭の為政者の権力を維持・誇示するための戦略的な都市計画（たとえばフランス

のヴェルサイユやG.オースマンによるパリ改造、ウィーンのリンク・シュトラーセなど）、

労働者の生活環境を保全することを目的に社会改良主義者が作った理想都市（フランス

のショウなど）など多様な形態がある。本稿は急速な工業化・都市化によって発生した

都市問題に対処する手段としての「都市計画」としづ用語や、概念が輸入されてきた時

代に焦点を当てるため、「都市の物的構造や物的環境を公共の手によって、総体的にコ

ントロールしようとする社会的技術1Jとしづ欧米近代都市計画のこととして限定的に

用いる。これによると、先述したオースマンによるパリ改造事業は、都市内部における

改造事業であり、欧米の近代都市計画にとっての「前史」といえよう。

1. 都市と社会学

まず、都市社会学研究が、これまでどのように都市を論じてきたのかを概観する。皮

肉なことに、都市化が進行した今日、実は都市それ自体は、日本の都市社会学の中心的
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テーマとはいいがたい状況にある。

日本の都市社会学

日本で社会学が本格的に大学で学ばれるようになったのは、 1910年代（大正初期）の

ことである。当初から社会学は、思想や理論を重んじるものと、調査を重んじるものに

分極化していた 2。調査重視派は、社会における問題の発見と解消を目指す学問として

認識しており、都市や農村を研究対象にしていた。これらの多くは、国勢調査をはじ

めとする行政主導の社会調査をおこない、労働者の生活や就労の実態などをあきらか

にした 30

日本の社会学界において、都市杜会学が現代の都市の状況を把握する連字符社会学と

して出発した4ことは、その創始者といわれる奥井復太郎の業績からもあきらかである。

奥井は著書 『現代都市論』（1940）のなかで、商業地や歓楽街といったはたらきの分布

を考察し、人口が集中する都市が、交通網の「結節的機能」を有すると指摘した。都市

機能に注目した研究は、第二次大戦後にさかんになる。磯村英ーによるシカゴ学派の方

法にもとづいた、社会病理学的観点からの『都市社会学』（1953）、鈴木栄太郎による農

村社会学の蓄積をもとにした『都市社会学原理』（1957）は、その嘱矢とされる。また、

シカゴ大学にてL. ワースやE.パージェス、 W. F. オグバーンから都市社会学を学

んだ矢崎武夫は、都市を権力の基礎とみなす「統合機関」理論にもとづいて、『日本都

市の発達過程』（1962）を刊行している。本書は都市機能の生成過程を古代から近代ま

でたどったもので、日本における都市の歴史社会学のさきがけといえる存在である。

これら 4人の研究は、たとえあっかう対象が「現在」で、あっても、都市化が進行して

いく只中で、あったため、おのずと都市の成り立ちについての歴史的な視線を持たざるを

えなかった。すなわち、都市社会学の第一世代といえるかれらの研究は、「そもそも都

市とは何なのかj 「都市なるものはどのようにしてできあがったのか」といった、歴史

社会学としての色を備えていたといえる。

こうした、都市化のプロセスへの関心を内在させていた初期の日本の都市社会学の傾

向に変化が生じはじめるのは、日本全国で都市化が進行した、高度経済成長以降である。

それにともなって、都市社会学が扱うトピックは、生活様式やコミュニティの形成、エ

スニシティなどに細分化し、町村敬志や倉沢進らを中心に、都市の内部における社会関

係に着目した研究がおこなわれてしだ。現在、おもに「都市社会学」という名のもとで

扱われているのは、自治体政策や、パーソナルネットワーク、エスニシティなど5の人

間関係であって、実のところ、都市そのものの機能や性格を問うものは少ない。

たしかに、吉見俊哉の『都市のドラマウルギー』（1987）のように、都市に集う人び

との動態の変容から、都市の機能を論じる試みもある。しかし、のちに吉見の関心が都

市から国家（カルチュラル・スタディーズ）へと移行したこともあって、彼自身が新た

な理論や都市論の方法を確立したとはいいがたい。また、吉見がとった「できごとJと
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しての都市への注目と分析は、北田暁大『広告都市・東京』（2002）や、森川嘉一郎『趣

都の誕生』（2003）などに引き継がれているが、いずれも文化社会学、あるいはメディ

ア社会学といった、都市社会学とはことなる立場からの都市論といえる。

あわせて、 1980年代までの（シカゴ学派的）都市社会学を批判的にとらえた若林幹夫

が、『熱し1都市冷たい都市』（1992）をはじめとして、精力的に都市郊外の歴史を論じ

ている。都市、およびその対になる存在である郊外の「体験」を問い続ける若林の論は、

興味深い。しかし、若林自身が述べるように、彼の論考では具体的な地名が明示されて

おらず、「都市や社会のなかで『人びと』が置かれる集合的な構造や状況を全体的に術

敵し、記述した時に見出される、身体・物財・記号の布置6」の連関が展開されている。

こうした日本の都市社会学における対象やアフ。ローチの拡散は、第一に、そもそも「都

市」というものから想起されるものの幅が広いこと、第二に、都市化が全国各地で進行

していることに起因するといえるだろう。研究対象の拡大は、たとえば、文化の集積地

としての都市という視点は文化社会学やカルチュラル・スタディーズに、かつては都市

特有のライフスタイルといわれた核家族については家族社会学にといったように、より

小さな個別の領域のもとで展開しつつある。したがって、現代の（とくに日本の）都市

社会学が研究対象としているものの主流は、都市そのものではなく、都市空間に立ち現

れる社会現象といってもよい。

都市の歴史社会学

以上のとおり、今日における日本の都市社会学研究は、「今・ここ」で繰り広げられ

ている状況を、つまりは都市的な人間関係や生活様式（ライフスタイル）をあきらかに

することを関心の中心に置いている。たしかに都市社会は、人間関係の集積である。し

かしだからといって、都市という空間の成り立ちは社会学が論じるべきことではないの

かというと、もちろんそうではない。

そもそも、都市という空間がどのようなプロセスを経て形成されてきたのかを歴史社

会学的に研究することは、 W.ゾンバルトやM.ウェーバーらによって、細々と、しかし、

比較的早期からおこなわれてきた。

また、近代都市計画の中心国であるイギリスでは、 P.ゲデス（1854・19327）によって、

都市化が人びとの生活にどのような影響をあたえているのかを社会調査を通してあき

らかにし、労働者生活の実態を把握する必要が説かれてきた。ゲデスは、イギリス出身

の社会学者・地理学者・都市計画学者である。しかし、現在は建築学や地理学において、

都市計画研究の草創期に活躍した研究者として扱われている 80

ゲデスは 1880年代のエディンバラで、旧市街の再開発を手がけ、エディンバラ城の

一角に「社会学的実験室（SociologicalLaboratory）」をもうけた。ここで彼は何度も都市

調査を実施し、その結果をもとにおこなった都市計画を通じて、労働者の生活救済を試

みている。こうしてゲデスは都市計画に、衛生や土木などの工学的技術だけでなく、科
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学的な調査に裏付けられた快適さを上乗せすることに成功した。彼の取り組みは、「田

園都市」というアイデアを考案し、建設していたE.ハワードや、計量調査によって貧困

の実態をあきらかにしたC.ブースらから高く評価された 90

ゲデスが活躍した時代は、イギリスで社会学会が発足した時期でもある。イギリスの

社会学会は、都市学 ・人種研究・社会事業という、 3つの運動が連合して作られたもの

で、ゲデスはそこで主導的な役割を果たした 100たとえば 1904年におこなわれた会議に

おいて、彼は都市学を応用社会学として考えるべきだと主張している。

科学的な調査にもとづいて、労働者をはじめとする社会の改善をはかろうとしたゲデ

スの研究は、アメリカ ・シカゴ大学に所属していたW.I.トマスらからも好評を得てい

た。しかし、その後のシカゴ学派を牽引したR.パークは、市政学と慈善事業は分けて

取り組むべきであると主張して、ゲデス流の都市社会学から、都市住民の生活実態をあ

きらかにする調査を主体とした社会学へと都市社会学をシフトさせた。そのため、生活

環境の改善について、実践者とは異なった立場から思索するとしづ都市社会学は、都市

社会学の本流からはずれてし＼く。

また、イギリスでも、戦間期（第一次大戦後から第二次大戦前： 1918・1938年）には、

都市計画を立案する立場から社会学者が消えてし1く。この原因として、都市計画を研究

するE.J.リードは以下の 2点をあげる。すなわち、ひとつは都市計画が政治的関心の

中心から外れたこと、もうひとつは、都市計画を牽引していた機関である都市計画協会

(the Town Planning Institute）において、建築家などの技術者の発言力が、社会学者をし

のぐほどに強まったことである 110

ゲデスの弟子を自称するアメリカ人のL.マンフォード（1895-1990）は、大著『都市

の文化』（1938）において、先史時代にさかのぼって世界の都市の成り立ちを鳥敵し、

現代都市の特色を浮き彫りにすることに成功した。彼は、近代資本制が内包する強力な

凝集性やエネルギーが、国家的 ・世界的な政治 ・経済 ・文化の管理中枢である「メトロ

ポリス（大都市）」を生み出したとみる。さらにマンフォードは、資本制の進行と並行

して生じる管理中枢の過剰な集中に「メガロポリス（超都市）」という言葉を用いる。

彼はメガロポリスを、その巨大さのために統合された秩序を創造することができず、ル

ーティン化した官僚制による支配がおこなわれ、人間疎外に満ちたものとしてとらえて

いる。執筆当時である 20世紀前半のニューヨークやパリ、ロンドンなどは、衰退の局

面にある「メガロポリス」状態にあったと彼は述べている。

このように都市の機能的な変化だけでなく、都市化がもたらす人間関係の推移にも目

を配ったマンフォードの考察は、社会学的な内容をふくんだものといえる。ただし、彼

の研究が城壁や修道院などの建築物を手がかりにしたものであること、彼じしんが正規

の大学課程を修めておらず、建築の批評家として活躍していたことなどから、本書は社

会学というよりは、むしろ建築学の研究とみなされることの方が多い。
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2. 「都市計画法」の研究

以上のとおり、日本の社会学は主として都市における社会関係に注目してきたが、そ

の一方で、都市計画の歴史的研究は、建築・土木・造園などの技術系の研究者を中心に

進められてきた。かれらによる研究の主眼は、明治期以降の都市計画技術・制度・作品

（たとえば橋梁やアーケード）などの歴史的事象の解明と、それらを都市計画史の中に

意義づけていくことにある。

あわせてさかんにおこなわれてきたのは、都市計画のガイドラインの研究である。

これは「法」という明確な形をもっており、また、公共事業として進められることか

ら、法学や政治学的な立場からの研究もおこなわれている。そこで以下では、建築学と

あわせて、法学や政治学からの都市計画へのアプローチを概観していきたい。

建築学・土木学の立場から

日本の都市計画が抱える問題を、都市計画法の制定時にさかのぼることで明らかにし

ようとする研究は、 1970年代に入って本格化し、 1980年代には主要な著書が刊行され

はじめる。これらの研究が扱っている対象を時期別にみると、明治期の市区改正にかん

するもの（藤森照信『明治の東京計画』、 1982=1990など）と、関東大震災の復興事業を

テーマにしたもの（石田頼房編『未完の東京計画』、 1992など多数）とに大別される。

また、通時的アプローチとしては、陣内秀信の『東京の空間人類学』（1985）や石田頼

房の『日本近代都市計画の百年』（1987）などがある。さらにこれらにあわせて、都市

計画史に関係する官公庁や官僚の各種史料の発掘・復刻等も進められている。

以上の諸研究は、都市建設についてのケーススタディであり、技術的な側面が考察の

中心に据えられている。どうしても国家的な思惑が入り込むことをまぬがれない首都・

東京や、侵略時に作りあげられた大連や長春などの植民地のみでは、日本の都市いっぱ

んの近代化の事例とは言い難い。また、 1884（明治 17）年の東京市区改正と 1923（大

正 12）年の関東大震災とでは、約 40年のへだたりがある。しかもこの 40年の聞には、

「都市計画法（1933・大正8年制定、通称「旧法J）」の制定としづ、日本都市計画史に

おける重要なトピックが横たわっている。

1933年に制定された「都市計画法jは、厳密には「都市計画法」と「市街地建築物法」

（し 1っぱんに都市計画法は「旧法」、市街地建築物法は「物法」とよばれているため、

本稿でもその名称を採用する 12）の二種類を指す。「旧法」は、計画の定義や法の適用範

囲、事業の執行主体、費用など、都市計画の大まかな基準を定めたものであり、対して

「物法」とは、建築基準にかんする具体的なものである。この2つの法律は、都市を支

配するのは地方自治体ではなく、国であるということを、法で示したはじめての例とい

える。同法は、 1968（昭和43）年に全面的な改正がおこなわれるまでの約半世紀にわた

って、わが国の都市計画を支配する基本的な法律でありつづけた。
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したがって本法の制定は、日本の都市計画史における重要な転機になったといってよ

い。しかし「旧法」についての研究は、課税の方法や、道幅の規定など、個別の事例を

扱ったものがほとんどである。なるほど、これらは「旧法」の施行状況を多方面から描

き出すことに成功している。とはいえ、「旧法」そのものがどのような経緯で制定され、

起草にあたってどのような議論がおこなわれたのかといったプロセスを扱ったものに

ついては、管見のかぎりにおいて、渡辺俊ーが『「都市計画」の誕生』（1991)で論じて

いる程度である。

法学・行政史の立場から

一方、法学や行政史の分野では、 1960年代から「旧法」の研究が進められてきた。代

表的なものには、赤木須留喜の『都市計画の計画性』（1968）がある。本書は、都市計

画調査会の審議過程の分析をとおして、 「旧法」が都市計画を包括的にコントロールす

る性質を失っていった理由を検討している。これによって、都市計画法の成立にあたっ

て、都市計画調査会の審議過程が重要な役割を担っていたことがあきらかになった。ま

た、福岡峻治の「大正期の都市政策」（1971・1972）では、内務大臣 ・後藤新平と内務官

僚 ・池田宏が開いた都市研究会による、「住宅 ・都市計画構想」の発生 ・展開 ・没落の

過程があきらかにされている。これによって、大正期の都市計画と住宅政策の 2つの都

市政策における内務省のスタンスがつまびらかになったが、おもに社会事業としての側

面を追跡しているため、「旧法」の成立過程を解明するまでにはいたっていない。さら

に、高寄昇三が『都市経営思想、の系譜』（1990）において、「旧法」施行下における都市

計画事業の分析を手がけている。ただしこちらは、東京市政に着目しているため、同事

業についての国や住民の思惑や、「旧法」の成立過程にはふれていない。

1933年制定の「旧法」は、日本の都市計画にかんする行政や政治に半世紀にわたって

影響を及ぼした。それゆえに、同法の運用実態だけでなく、それがどのようなところか

ら求められたのかといった背景や、運用の実態をあきらかにすることは、現代の都市政

策における困難を解消する方法を探るうえで必要なものといえる。また、都市計画には、

施行主である地方自治体だけではなく、国や住民、市議会などのさまざまな力が複雑に

絡みあっている。したがって、それぞれの立場にある人びとが、どのように「旧法」施

行下における都市計画事業を求め、実施したのかを見ていくことも必要な作業であろう。

3. 日本近代史における都市研究

それでは、「旧法」が成立した 1930年代まで（大正年間）の都市行政、とくに都市計

画にかんするものは、これまでにどのように語られてきたのであろうか。本節では、史

学における近代都市研究の動向を見ていきたい。

近代日本の研究には、大きく 二つの流れがある。すなわち、全国史的な関心から個別
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の都市に注目するものと、郷土史的な関心からアプローチするものである。いずれも特

定の都市の事例を研究しているが、立脚点を異にしている。

さて、全国史的関心を出発点とする史学において、近代社会の都市研究がはじまった

のは 1960年代後半以降といわれており、それ以前は、経済学や政治学によって、産業

や労働、および民衆運動などが研究されてきた。個別の都市に焦点をしぼった形成史が

研究対象として扱われず、また、研究対象になりにくいとみなされてきた原因には、近

過去を扱うにあたっての研究法の未開拓という問題や、関係史料が散逸していたこと 13

などがあげられる。

状況が変化した契機には、大きく 2つの事d情があげられる。ひとつは、近代史研究と

して早くから都市を扱ってきた石塚裕道 14が指摘するもので、資本主義の萌芽を農村や

地方小都市の手工業に見出そうとしてきた商業史や流通史の研究が行き詰まり、その打

開策として都市が注目されるにいたったということである。もうひとつは、高度経済成

長期をむかえて都市に人口の比重が高まり、公害問題など都市問題が深刻化し、それに

ともなって住民運動が高揚をみせたことである。これら 2つの事情があいまって、柴田

徳衛や宮本憲ーを中心とした、日本近代都市の成立を課題とする研究がはじまった。な

かでも注目が集まったのは、大正から昭和初期にかけて大阪市長をつとめた関－ （せ

き・はじめ） 15の都市政策である。かれらが注目したのは、強い中央集権的体制の下で、

積極的に市政を執り行った関のスタンスには、現在にも継承すべき内容があるという見

解からであった。

近代大阪と関－研究

では、なぜ 40年近く前の関ーの市政が、都市問題の解決の糸口とみなされたのか、

以下で詳しく見ていこう。

大正一昭和初期（1913・1935年）は、日本で都市問題や公害が表面化した最初期の段

階で、とりわけ大阪市における 1920（大正 9）年からの約 20年間は、近世都市の名残

を一掃して近代的な都市を作る動きが大々的におこなわれた。当時の大阪市長で、あった

関ーは、それらの問題の解消に正面からとりくんだ行政責任者である。

関が大阪市政に携わっていた聞には、現在でも大阪市の交通の中心的存在である御堂

筋、および地下鉄御堂筋線（建設当時の呼称は地下鉄一号線）の建設を通した都心の人

口分散、市営住宅の建設、公設保育所の設置など、近代日本を研究するうえでの重要な

トピックが数多くある。にもかかわらず、関ーの名は第二次大戦後、学界ではもちろん

のこと、大阪の住民のあいだでさえ忘れられた存在で、あった。しかし彼の業績は、 1960

年代に深刻な公害・都市問題の解決に迫られたさいに、都市政策の先駆者として、実務

の場でふたたび注目を浴びるようになった。

同じころに史学で近代都市研究がさかんになりはじめたことも相侯って、 1960年代半

ば（昭和 40年代）以降、関ーの都市政策、なかでも福祉と環境保全についての側面か



52 

ら再評価がおこなわれた。そうして、 1960年代後半から 1970年代半ばごろまでの時期

を関研究の第一期とすると、 1980年代（昭和 55年以降）には第二期ともいえる新しい

研究状況が生まれ、多彩なアプローチによる、従来とは異なった関像があきらかにされ

た。

こうした新しい研究状況が生じた最大のきっかけは、 1980年の関一研究会（代表・宮

本憲一）結成と、 82年の本研究会による関にかんする資料 16の発見である。関は多くの

著作・論文を発表しており、従来の研究はこれらを資料としていた。しかし、助役・市

長時代に書かれた論文の大部分の対象は都市政策にかぎられており、行政責任者という

立場上、政治的配慮が加えられていることを考慮せざるをえなかった。けれども、新た

に発見された資料では政治・社会・経済の広範な問題について自由に論じられているも

のが多く、都市政策の形成と実施の過程や、都市政策にとどまらない、思想家としての

関の側面についても考察することが可能になった。

資料の発見にともなって新しく出てきた研究傾向は、都市そのものを支配体制の一環

とみなし、その典型的な担い手として関を位置づける立場からのものである。1980年代

以降の関一研究の特徴は、政治史・財政史・都市政策・思想史などの個別テーマ史研究

を掘り下げた点にある。なかでも、そうした関の業績を網羅的に検討した芝村篤樹の

『関一 都市思想のパイオニア』（1989）、『日本近代都市の成立』（1998）は、第一次、

二次大戦聞の大阪市の行政研究にとどまらず、当時に関する市政研究としても大変重要

なものである。

このように、名市長とうたわれた関ーによる大阪市政は、あらゆる角度から検討され

ているといっても過言ではない。しかし、上記の考察から得られた知見から見えてくる

のは、関ーという個人の業績を通した大阪市政のあり方であることに留意する必要があ

る。当時、関のもとで多くの職員が、大阪の市政に従事していた。しかも先行研究によ

って、かれらの多くは、高度な知識をもっ専門官僚で、あったことが確認されている。だ

とすると、関の先駆的行政は、関の政治的・学問的手腕というよりは、関を中心に集ま

った専門官僚たちの手によるものということができる。それは同時に、当時の関および

大阪市の理論と実践には、日本の近代都市の問題状況がはっきりと反映されているとい

うことを意味している。したがって、大正一昭和期における都市専門官僚の施策ととも

に、集団連携のありょうを検討することによって、地方都市における官僚制の可能性と

限界を探ることができるだろう。

4. 「器」として都市をみる

以上、本稿では従来の都市社会学における都市計画、および都市を扱った諸学問にお

ける歴史的なアフ。ローチを検討してきた。これらの特徴は、以下のように整理できるだ

ろう。先にみたとおり、近年の都市社会学では、「し1ま、ここ（都市）」で生じている現
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象の分析に偏りがちで、都市というものが、あたかも実在し、形をもっているかのよう

に扱うことが多い。このため、そうした現象をもたらした都市空間の成り立ちについて

は、あまり注目されることがないし、たとえ、注目されたとしても、インフラの整備と

いった都市計画事業との連関で論じられることは少ない。他の学問領域における都市計

画を扱った研究もまた、個別の事象の解明である。したがって、都市計画事業そのもの

に注目した近代都市空聞が、人びとの手によってどのように作り上げられてきたのかに

は、いまだスポットは当てられていないといえる。

都市が近代的に再編成されていくことへの社会的な受容が明らかにされていないと

いうことは、このようにも換言できる。すなわち、通常の都市社会学では、都市という

「器」の中で生じているできごとに、あるいはそこでの人びとの集まりに注目されがち

である。しかしながら、そもそも都市という 「器」がなければ、そうした人びとの集合

的な営みやできごとは生じることはない。都市化がはじまる初期段階において目指され

ていた計画のありょう、とくに、近代都市計画導入期における日本の都市計画事業をと

りあげることで、「器Jそのものについて考察し、「器」が形作られるプロセスをあきら

かにする必要があるだろう。それは「器Jの中身、すなわち都市で暮らす人びとの意識

や行動のありょうを分析するのではなく、「器」の作られ方を、換言するならば都市の

形成にたずさわった人びとの意識や行動のありょうを分析しようとするものである。

したがって、「器」の作られかた、すなわち、都市計画の歴史社会学的研究を進める

にあたっての課題は、3つに大別される。

( 1 ) 専門官僚が市政に求められた背景の解明

まず、第一の課題は、専門官僚による行政が求められた背景や、専門官僚行政が実現

したきっかけは、いったいどのようなものであったのかということである。大阪市で

大々的に都市計画事業がおこなわれた時期は、高度な専門知識を有する官僚たちが、市

役所に数多く集っていた。そうしたことから、市政には高い行政水準が求められていた

ことがうかがえる。ならば、当時の人びと、とくに中央政府の役人や大阪住民たちはな

ぜ、そのような行政を求めたのであろうか。

( 2) 都市専門官僚像の解明

そして、第二の課題は、関一大阪市長とともに都市行政に関わっていた人びとは、ど

のような人であったか、ということである。従来の研究においては、大阪市の都市計画

を関の個人的な業績ととらえる傾向にあり、関とともに都市づくりに従事していた人び

とのはたらきについては不明な点が多い。関はたしかに都市政策に対して豊富な学識を

もち、助役時代から強力なリーダーシップを発揮していた。したがって、大阪の都市計

画は、彼の手によるものとみなしでもよいだろう。しかし、大正 昭和初期は専門官僚

制度が確立した時期であり、当時の大阪は、高度な専門知識を持つ吏員が集まっていた、












